
介護保険の制度改正に伴う

「地域包括ケアと総合事業」
「総合事業」を、地域づくりへと

※この資料は、平成27年度に介護関係者などへの説明のために

　用いた内容を、市民の方向けに改編したものです。

　　　　　　　　　　平成28年10月時点　（松阪市高齢者支援課）
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資料の主な内容

（現状と今後の予測）

• 85歳以上の高齢者が大きく増加

• これにより、医療・介護費用が大きく増大

• 市が負担する介護費用は年間約150億円（26年度）

• 元気な高齢者を増やし、医療・介護の費用の上昇を
抑えるため、介護予防などを重点に。

　　　　　　　「総合事業」の導入・実施へ
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質問１

• 少子高齢化で、高齢化率は上昇中ですが、

　Ｑ１．今後、高齢者の

　　　どの年齢層が増えますか？

　Ａ１．８５歳以上の人口が大きく増えます。

　　　　（次頁をご覧ください）
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※上記は、25年3月時点の推計（ただし、65歳以上）
　　　　　介護保険がスタートした時点（西暦2000年）から、松阪市では
　　　　　40年後の2040年との比較では、85歳以上の人口が約3.7倍に。

4



質問２

　Ｑ２．８５歳以上の人口が大きく増加したら、

　　　どんなことが起こりますか？

　Ａ２．医療や介護の費用が一層増加します。

　　　認知症高齢者も増加します。

　　　　（次頁以降をご覧ください）
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※上記は、2014年4月時点。

年齢とともに認定率は上昇。一人暮らしや認知症、今後
85歳以上の方が大きく増加するので、要介護などの認定
を受ける方も大きく増えることが予想される。
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平成22年要介護認定データなどで、東京都健康長寿医療センターが作成。
年齢とともに、女性の方が有病率が高い。
その主な理由として、ホルモンとの関係性を指摘する研究者もいる。

市内での認知症高齢者の数

厚生労働省の推計では

　65歳以上の７人に１人は、認知症

　　市内の６５歳以上人口は、約45,500人

　　よって、約45,500人÷７＝約6,500人
　　　（入院や施設入所、在宅で介護サービスを受けている方を含む）

　認知症の予備軍（ＭＣＩ）を含めると

　　６５歳以上の４人に１人と言われている状況。
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質問３

　Ｑ３．医療や介護の費用が増えている

　　　そうですが、現在どの程度ですか？

　Ａ３．市内で、介護サービスにかかる費用

　　　は約150億円（平成26年度）です。

　　　医療も、年齢とともに上昇します。

　　　　（次頁以降をご覧ください）
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要介護と要支援の認定者数が、市内で１万人を超える状況に。
サービス費用は、９年間で約60億円も増加。



◎65～69歳時点の医療や介護にかかる費用を

　　「 １ 」（一人当たり）としたとき、　　　

　85～89歳時点での医療や介護にかかる費用は

　　下記のように増加します（概数）。
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65 69 85 89
（65～69歳との比較）

→
→
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「幸せな老後」と「持続可能な社会」のために、
　　　　　　　市民の健康寿命を延ばすことが必須！

亡くなる前に
介護が

必要な期間

男性　約9年
女性　約13年

平均寿命と健康寿命の差　　（厚生労働省ＨＰより）



質問4

　Ｑ4．元気な高齢者の方を増やすことが

　　　必要ではないですか？

　Ａ4．すこし生活機能などが低下された方

　　　でも、運動レクなどへの定期参加で、

　　　元気の維持・向上が可能です。

　　　医療・介護費用の上昇抑制になります。
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質問5

　Ｑ5．介護関係の法制度が変わったそう

　　　ですが、特に何が変わったのですか？

　Ａ5．「地域包括ケアシステム」を制度化し、

　　　専門サービス以外に、地域や住民が

　　　介護予防や生活支援に対し、積極的に

　　　かかわる仕組み 【新しい総合事業】 が

　　　導入されることになりました。

　　　　（次頁以降をご覧ください）
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地域包括ケアシステムとは・・・

くらしのなかで、

が

もっと一体的に提供されるようになれば・・・

　　　（＝地域包括ケアシステム）
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「施設・病院」から、「在宅重視」への生活へ

・ 地域での介護予防・生活支援の体制づくり

　⇒「新しい総合事業」の導入（地域主体）

・ 在宅で医療・介護が受けられる環境づくり

　⇒「在宅医療・介護の連携」を推進

　　「認知症施策」の強化など
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地域包括ケアシステムの構築に
向けた新たな取組み（主なもの）



新しい総合事業

• 地域包括ケアのための一つの施策として

　地域や住民の参加を、制度に位置づけした

元気な高齢者のセカンドライフ

　「働く」「学ぶ」「遊ぶ」「休む」ことの

　　　　　　　　　程よいバランスが大事

　「働く」＝仕事、家事、ボランティアを含む
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一部の介護予防サービスを、
　　⇒　「総合事業」へ移行

少子高齢化で、労働人口も減少

　↓　（あらゆる業種で、人材の奪い合い）

介護人材の確保が、もっと難しい状況へ

　　　↓　（生活支援などの担い手が必要）
新
し
い
総
合
事
業
へ

これまでの介護サービスのみに限らない、

地域の高齢者自らの積極的な社会参加
（宅老所、地域の自主活動、老人会等）

（買物代行、調理、掃除、ゴミ出し等）
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新しい総合事業（導入後）
要介護の方は、これまでと変わりません。
ただし要支援の方は、以下のように利用内容が変わります。
「要支援」に相当する方でも、介護予防や生活支援のみのサービスを受け
たい方は、「予防・支援サービス対象者」となります。

予防
給付

総合
事業

※チェックリストで判断

介護予防・生活支援サービス　（集いの場など） 

一般介護予防事業　（体操教室の普及啓発など。全ての高齢者が対象）

要支援者

包括支援センターがケアマネジメントを行う

訪問看護や
福祉用具など

一般高齢者予防・支援サービス対象者
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※チェック前に対象者確認（聴取）を行います。



新しい総合事業　地域・住民の参加を促進！

　　　（身体介護、生活援助）

（ゴミ出し等）
（掃除、洗たく等）

（社会背景）
高齢化が進み、支援が
必要な高齢者の増加
　・ひとり暮らし
　・高齢者のみの世帯
　・認知症
　・2025年問題など

・ボランティアやＮＰＯ、
民間等で、様々な生活
支援サービスを提供

・高齢者の社会参加等
による生きがいづくり
で、介護予防を推進

（要支援の方）現在　 　29年度から、こう変わります

　　　（機能訓練サービス等）

（運動、サロン）
（ミニ・デイ開設）

 （配食、安否確認など）

 （全ての高齢者が対象）

地域住民の参加
（元気な高齢者など）
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新しい総合事業①
（訪問型サービス）

※「①訪問介護」を受ける方は、所得により１～２割の負担

　「②訪問型（Ａ）」は1割負担、「③訪問型（Ｂ）」は定額（予定）

基準 いまのサービス相当 　　多様なサービス

サービス種別 ①訪問介護 ②訪問型（Ａ） ③訪問型（Ｂ） ④その他

サービス内容
や対象者

身体介護や生活援助
（これまでと同様の
サービス）
「多様なサービス」の
利用が難しい専門的
サービスが必要な方な
どが対象

生活援助など
（運営などの基
準を緩和した
サービス。ＮＰ
Ｏや民間も）

軽い生活援助
（ゴミ出し、買
物、調理、掃
除などの住民
主体の支援）

訪問型（Ｃ）
・保健師など
による相談や
指導

訪問型（Ｄ）
・移動支援
（地域住民　
などが主体）

心身の状態などを踏まえて、住
民主体による支援の利用へ。

サービス提供
者

訪問介護員 主に、雇用労
働者

住民やボラン
ティア

（Ｃ）の相談等
は専門職
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④その他の訪
問型（Ｃ）に関
しては、松阪
市では現在予
定はありませ
ん



新しい総合事業②
（通所型サービス）

※「①通所介護」を受ける方は、所得により１～２割の負担

　「②通所型（Ａ）」は1割負担、「③通所型（Ｂ）」は実費分（予定）

基準 いまのサービス相当 　　多様なサービス

サービス種別 ①通所介護 ②通所型（Ａ） ③通所型（Ｂ） ④通所型（Ｃ）

サービス内容
や対象者

食事・入浴などの介護、
機能訓練
（これまでと同様の
サービス）
「多様なサービス」の
利用が難しい専門的
サービスが必要な方な
どが対象

ミニデイ、運動
レクなど
（運営などの基
準を緩和した
サービス。ＮＰ
Ｏや民間も）

体操や運動な
ど
（ほかに趣味、
サロン、会食
など住民主体
の通いの場）

運動機能向上
や栄養改善の
教室
（3～6ヶ月の
短期集中型）

心身の状態などを踏まえて、住
民主体によるサービスの利用へ。

サービス提供
者

デイの従事者 雇用労働者
＋ボランティア

住民やボラン
ティア

保健師などの
専門職
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④通所型（Ｃ）
に関しては、
松阪市では
現在予定は
ありません

新しい総合事業のスケジュール

新しい総合事業⇒平成29年4月には実施が必要

※国ではなく、市の義務として主体的に行う

・26年度中　国から、一定の事業方針を提示

・27年度中　国の方針を受け、市で内容を検討

　（実施に向けての基準づくり、説明会実施など）

・28年度中　一部、モデル事業の実施を予定

・29年4月　 全市的に新しい総合事業を実施
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